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入札公告（建築工事） 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

 令和元年１２月９日 

 中間貯蔵・環境安全事業株式会社  

     契約職取締役 中澤 幸太郎 

 

１ 工事概要 

  (1)工 事 名 北九州１期 ＧＢ設備本体解体・撤去工事 

  (2)工事場所 福岡県北九州市若松区響町一丁目６２番２４ 

  (3)工事概要   

  ＧＢ（グローブボックス）室に設置しているＧＢ設備本体を、まず設備全体を覆

うようにグリーンハウス（ＧＨ）を設置し、ＧＨ内を負圧に維持し、ＧＢ室内に微

量のPCBが漏洩しないようにする。 

  解体撤去物は、拭取り洗浄・サンプリングを行った上で所定の容器に詰込み、荷

捌室の指定先に運搬・保管するまでを工事範囲とする。 

    

（４）主な撤去対象設備名称及び重量 

1)コンデンサ抜油・解体グローブボックス（ＧＢ設備本体） 約 16ｔ 

2)ＧＢ内コンデンサ受入ホイスト（レール含む）       1)に含む   

    約 0.8L のギヤオイル含 

3) ＧＢ内バスケット移載ホイスト（レール含む）      1)に含む 

4)コンデンサ PCB 抜取ポンプ (機番 P-1210)       約 0.2ｔ 

5)コンデンサ洗浄溶剤抜取ポンプ (機番 P-1217)      約 0.2ｔ 

6)ＧＢ室受入コンベヤ(機番 CV1212)             約 0.3t 

7)ＧＢ内シャッター                    約 0.15t 

8)ＧＢ外シャッター                                  約 0.15t 

9)）各種制御・動力盤及び操作盤（撤去対象外あり）     重量不明（現場説明時に 

提示する） 

10）その他ＧＢ内外に付属する配管他すべての部材    重量不明（現場説明時に

提示する） 

                ※詳細は後日配布の工事特記仕様書による 

  (５)工  期 令和２年５月３１日まで 

 (６)本工事は、契約締結後に施工方法等の提案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事   

である。 

  (７)本工事は、競争参加希望者に競争参加資格確認申請書及び競争参加資格確認資料  

（以下「競争参加申請書」という。）の提出を求め、競争参加資格が確認された者による 
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    入札により契約する工事である。 

  (８)本工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（令和 12 年法律第 104 

号）に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施が義務付け 

られた工事である。 

２ 競争参加資格 

 競争参加申請書の提出期限（令和元年１２月２６日）において、次に掲げる条件を

全て満たしている者（以下「有資格者」という。）であること。 

 

(1) 有資格者の条件 

① 中間貯蔵・環境安全事業株式会社工事等請負業者選定要領（以下、「選定要領」

という。）第２条第１項各号の規定に該当しない者であること。 

 

② 環境省の令和元・２年度の建設工事「建築工事」若しくは「機械設備工事」の競

争参加資格を有すること（当該競争参加資格について申請済みであり入札までに競

争参加資格を取得する場合も可とする。）。会社更生法（平成１４年法律第１５４

号）に基づき更生手続開始の申立がなされている者又は民事再生法（平成１１年法

律第２２５号）に基づき再生手続申立がなされている者については、手続開始の決

定後、環境省による再認定を受けていること。） 

 

③ 建設業法（昭和２４年法律第１００号）に定める経営事項審査（以下「経営事項

審査」という。）の審査基準日が競争参加資格確認申請期限日（令和元年１２月２

６日）以前で直近の経営規模等評価結果通知書において「建築工事」の総合評定

値が７６０点以上若しくは「機械器具設置」の総合評定値が７８０点以上である

こと。 

④ 会社更生法に基づき更生手続の開始の申立がなされている者又は民事再生法に基

づき再生手続申立がなされている者（上記②の再認定を受けた者を除く。）でない

こと。 

⑤ 競争参加申請書の提出期限の日から入札執行の時までに、JESCO から中間貯蔵・

環境安全事業株式会社指名停止措置要領（以下「指名停止措置要領」という。）に

基づく指名停止を受けている期間中でないこと。なお、②の環境省での競争参加資

格取得者についても、指名停止措置要領を適用するものとする。 

⑥平成21年度以降に、元請又は下請として受注した工事で、「建築工事」若しく 

は「機械設備工事」（以下「同種工事」という。）の施工実績を有すること。 

    ⑦ 次に掲げる基準を満たす主任技術者若しくは監理技術者を当該工事に専任で配置

できること。 

    (ｲ)平成21年度以降に、⑥に掲げる同種工事の監理経験を有する者であること。 

⑧ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条に規定する暴力団又は暴

力団員と関係がないこと。 
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３ 入札手続等 

  (1)担当部課 

   中間貯蔵・環境安全事業株式会社 管理部 契約・購買課 

   〒105-0014 東京都港区芝 1-7-17 住友不動産芝ビル３号館４Ｆ 

                電話 03-5765-1916 

  (2)発注説明書の交付期間、場所及び方法 

    交付期間 令和元年１２月１０日(火)から令和元年１２月１７日(火)まで 

        土曜日，日曜日及び祝日を除く毎日 

午前 10 時から 12 時及び午後１時から４時まで（以下(3)において同じ。） 

    交付場所 上記(1)及び 

        中間貯蔵・環境安全事業株式会社北九州ＰＣＢ処理事業所 総務課 

 （福岡県北九州市若松区響町一丁目６２番２４ 電話(093)752-1113） 

 

  (3)競争参加申請書の提出期間、場所及び方法 

    提出期間 令和元年１２月２３日(月)から令和元年１２月２６日(木)まで 

    提出場所 上記(1)に同じ。 

    提出方法 書面は持参又は送付すること。電送によるものは受け付けない。 

  ただし、送付の場合でも書留郵便又は信書扱いの宅配便とし、１２月２６日(木)１６:００

時までに必着とする。 

 

   (4) 入札書の提出について 

①提出期限 令和２年２月４日（火） １６時００分 

②提出場所 上記(1)に同じ。 

③提出方法 持参又は郵送（提出期限必着） 

郵送する場合は、配達の記録が残る方法に限る。 

④そ の 他 入札書の日付は、入札書の提出期限日（令和２年２月４日）を含み、  そ

れ以前の日付を記入すること。 

入札金額については、工事一式あたりの金額（税抜）を記載すること。 

開札の結果、落札者がないときは、再度入札を行う。 

 

(5) 開札の日時及び場所等 

①開札日時   令和２年２月５日(水) １３時３０分 

②開札の場所  東京都港区芝 1-7-17 住友不動産芝ビル３号館 

                 中間貯蔵・環境安全事業株式会社 会議室 

(6) 開札の立ち会いについて 

 開札は、入札者又は入札者に常時雇用されている者(以下「入札者等」という。)で希望 

する者を立ち会わせて行い、入札者等が立ち会わない場合においては、入札事務に関 

係のない社員を立ち会わせて行う。 

   入札者等で開札の立ち会いを希望する者は、次に従い、（様式第 10号）「開札立会申込 
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書」)により申し込むこと。申し込みのない者は開札に立ち会うことができない。 

 

４ その他 

  (1)手続において使用する言語及び通貨  日本語及び日本国通貨に限る。 

  (2)入札保証金 免除。 

  (3)契約保証金 契約金額の 10％以上。 

   ただし、銀行、ＪＥＳＣＯが確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の 

   前払金保証事業に関する法律（昭和 27 年法律第 184 号）第２条第４項に規定する保証

事業会社をいう。）の保証をもって契約保証金の納付に代えることができ、公共工事履行

保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った場合は、契約保証   

金を免除するものとする。 

  (4)入札の無効 本公告に示した競争参加資格のない者が行った入札、競争参加申請書

に 虚偽の記載をした者が行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とす

る。 

  (5)落札者の決定方法  

   中間貯蔵・環境安全事業株式会社契約細則第８条の規定に基づいて作成された予定

価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

  (6)内訳明細書の提出 

    入札者は、入札時に入札価格に対応する入札価格内訳明細書を提出すること。 

  (7)配置予定技術者の確認  落札者決定後、ＣＯＲＩＮＳ等により配置予定の主任技術 

   者等の専任制違反の事実が確認された場合、契約を結ばないことがある。なお、種々 

   の状況からやむを得ないものとして承認された場合の外は、競争参加申請書に記載し 

   た配置技術者の変更は認められない。 

  (8)手続における交渉の有無 無し。 

  (9)契約書作成の要否 要。 

 (10)当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を当該工事の請負契約の相手方との随 

  意契約により締結する予定の有無 無。 

 

 (11)関連情報を入手するための照会窓口 

   上記３(1)に同じ。 

 (12)詳細は発注説明書による。             

         


